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は3%に過ぎなかった。明治44年頃の水稲に対する施肥

慣行(水稲には最も多く販売肥料を施していた〉でみると

東北地方は苗代も本田も堆肥と下肥など自給肥料だけを

施していた。過燐酸も全般的には使われていなかった。

その他，大豆粕，魚肥および過燐酸が広く使われてい

る地方が相当広まっていた。

その後10年l怪た大正2年 (1913年〉には，販売肥料に

よる肥料成分の消費割合は窒素で32%，りん酸57%，加

1. 明治末期から敗戦直後までの肥料 里が14%と急速に増加している。更に昭和3年には窒素

不正粗悪肥料のはんらんに悩まされて肥料，取締法が制 で44%，りん酸で66%，加里で20%と増加している。

定されたのは明治32年(1899年〉で，これが実施は同34 このように販売肥料の消費増に伴って，農産物生産費

年12月からであった。実施するには保証成分票を添附さ に占める肥料費の額が増加し，農家の負担増となり，肥

せ，これにより取締るため，化学分析を身につけhねばな 料問題は農業問題の重要課題となった。

らなくなった。そこで分析，講習から始めなければなら すなわち第2表の通り，米の生産費に対し大正12年に

なかった。また，この法律の実施に伴い販売肥料の生産 は30%，現金支出の部門だけについてみると49%にも達

貿易および消費を知る必要があったので，府県庁で取ま し，この割合は農村不況の進行とともに昭和2年，昭和

とめ報告させることになった。かくて明治36年から， - 6年と増加していった。この時代は農家の現金収入の途

自明治36年 (1903年〉 が極めて少し現金
第 1表至昭和25年 (1950年〉日本における自給肥料と販売肥料による肥料3要素消 支出は農家の重圧と

費見込量(単位 1000屯)
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16-"1三 428 178 358 377 213 29 805 391 387 47 55 8 

20il三 509 219 438 95 9 6 604 228 444 16 4 1 

25"1三 501 191 390 442 239 151 943 430 541 47 56 28 

連の統計ができることになった。

この時代の販売肥料は，窒素肥料

のほとんど全部が大豆粕，菜種粕等

の植物油粕と鯨粕や組粕等の魚粕で

あった。その全窒素分が27千屯で現

在の 3.5%であった。りん酸肥料ば

過燐酸石灰で約8万屯くらいあっ

た。外に骨粉が l万屯くらいあっ

~~ 

山」。

硫安が日本に初めて輸入されたの

は明治29年(1896年〉で，当初は薬

と称して売られ，苗代肥料等に使わ

れた。それが明治36年には約3千屯

になった。

当時使われていた肥料の総成分に

対する販売肥料の割合は3 第 1表の

!通り窒素で12%，りん酸24%，加里

なっていた。

かくして昭和2年

には，大規模な肥料

調査会が設立され，

肥料問題全般に亘る

審議が行われた。そ

の後，審議の結果に

基き，昭和4年度か

ら肥料施用方法改善

試験の実施，昭和5

第2表 米の103当直接生産費と肥料費(円〕

JH 
kJT:12ij'. 11計千日 2i1'- lI{j干116年 11{!，flllO年 lI{j和1411三 :J)'・
(1923 ) ( 1927) (1931 ) ( 1935) (1939 ) 

干虚子 il:: 1. 08 0.72 0.45 0.62 0，96 (l)Hi.Iil::， il行材料.{~お

1，"1 車()o. 1. 02 0.68 0.42 0.58 0，90 よび市力'伐の1'1*1;の

購入 0.06 0.04 0.03 0.04 0，06 '，If!]{t-はそれぞれ94%
(A) )J巴料'代 17.12 16.11 8.56 10.32 15，93 91%，66%と推定する
1"1 品(7 8.72 7.88 3.84 4.42 6，63 

(8) J!白人 8.40 8.23 4.72 5.90 9，30 (2)大]U2-'f-の労11の内
労 32.07 26.57 16.97 21. 07 35，94 家族労1'(は78%とする

'劣ミ }jうミ 25.01 20.79 14.42 18.57 31，32 
雇 im 7.06 5.78 2.55 2.50 4，62 
務材料1Y 1. 45 1. 64 1. 24 1. 49 3，03 
自 主命 1. 32 1. 49 1.13 1. 36 2，76 
購入 0.13 0.15 0.11 0.13 0，27 
Tむ カ 4.69 3.00 2.14 2.48 4，54 
1'1 車ft 3.10 1. 98 1. 41 1. 64 3，00 
11¥ 入 1. 59 1.02 0.73 0.84 1，54 

(C)計 56.41 48.04 29.36 35.98 60，40 
自主ft 39.17 32.82 21.22 26.57 44，61 

(D)購入 17.24 15.22 8.14 9.41 15，79 

総対生す(A底る)/的(Cに) 
% 
30 34 29 28 26 

肥料(BT)T/%(D) 49 54 57 62 42 
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年度から産業組合系統を中心とする肥料配給改善奨励に

よる農家の肥料費の節減と合理的施肥法の普及推進，昭

和6年度から販売肥料の肥効に近い緑肥を農家が自給生

産とするため緑肥種子の購入助成，緑肥原採種圃設置助

成，昭和7年度から優良堆肥の増産を促進するための堆

肥改良増産奨励事業を，つづいて農村の深刻な不況に対

応して，昭和7年度追加予算により，全般的な自給肥料

改良増産奨励事業を実施した。

これらの自給肥料増産奨励事業は敗戦後までつづけら

れ，戦時中から敗戦直後の間， 販売肥料の供給が減少

し，特に敗戦の前後は激減し， りん酸肥料や加里肥料の

供給が全く無くなった時，この供給不足を補い農産物の

減収防止に大きな役割を果した。

2. 敗戦後の化学肥料の増産

戦争の進行とともに食糧事情は益々窮迫し，昭和16年

に決めた1日大人1人当り米の配給量2.3~合はその後雑

殻や芋類も含めて維持してきた。この数量だけでは生き

ていくのに困難な量であったが，この配給量も維持でき

なくなり，昭和20年7月11日から遂いに 1割削減して 2

・1合とした。この配給量は21年10月までつづ、いた。
敗戦後，この食糧欠乏は最大の問題となった。

食糧を増産するには先ず化学肥料の増産であるとし，

肥料工業の復興は超重点産業とし， GHQの絶大な援助

もえて増産に努力した。

この結果硫安と石灰窒素の生産量は昭和24年末で，昭

第3表 米価に対する農業労賃と硫安価格の変動

年 仇中 (( 玄A米)米1依fHH) ((B N)1硫貨安当N) (B)/(A) 

大正 2年 8.58円 2.87円 33.4% 
(1913年)

i司 7年 13.00 7.09 54.5 
( 1918年)

同 12年
12.95 7.07 54.6 

(1923-'1三)

昭和 3年
12.32 2.54 20.6 

(1928年)

同 7正|三
8.28 1. 34 16.2 

( 1932年)

|司 13王手 13.70 1. 93 14.1 
( 1938年)

戸j 16年 19.60 1. 89 9.6 
(1941-'p) 

同 21年 16.2 
( 1946年)

120.00 19.39 

同 25年 2，168.00 257.00 11. 9 
(1950-'1三)

!司 30_{ド
3，902.00 406.00 10.4 

( 1955年)

同 35年
4，162.00 357.00 8.6 

(1960年)

同 40年
6，538.00 346.00 5.3 

(1965年)

同 45年 8，272.00 312.00 3.8 
(1970年)

同 50年 15，570.00 231.00 1.5 
(1975年)

和16年の生産量となり，過燐酸の生産量も16年の生産量

に達した。かくて昭和25年8月から肥料配給統制が解除

された。

その後，肥料特に窒素質化学肥料は生産技術の革新や

規模拡大により急速に増産され，国内の需要を充たし大

量に輸出するに至った。昭和30年の輸出量は硫安換算

252万屯， 4.0年には235万屯にも達するに至った。生産費

も低下していった。

3. 窒素肥料の価格の低落と労賃の高騰による肥料事情

の激変

( 1 ) 米価と硫安窒素の価格比の変化

玄米1俵の価格に対する硫安窒素 1貫の価格比をみる

と，世界的に合成硫安が過剰になり初めた昭和3年には

21%，その後3 昭和7年から同21年まで15%前後(昭和

16年は政府がメーカーに生産補助金交付〉であった。昭

和25年からこの率が下り初め，昭和45年には 3.8%， 50 

年1・5%となった。

かくて昭和44年から，農林省統計表から緑肥作物の統

計が消滅した。また，東京都の下肥処理量の 6割以上が

農村に送られ肥料となっていたが，これも昭和32年から

減り初め， 38年には 9%となり， 42年には無くなった。

現在は農家も自家排出の下肥を，村役場に汲み取って処

理してもらっている状態になった。

まずこ，堆肥の生産を大きい目的として飼育していた馬

と牛の数は，昭和30年頃から減り初めた。特に馬は昭和

30年には93万頭だったものが， 40年には32万頭， 5.0年に

は4万頭になった。

牛は堆肥生産と役用を主としたものから，肉用に転換

したため減り方は少ない。乳牛は昭和25年の 20万頭か

ら， 45年には 180万頭にも激増している。豚や鶏も激増

している。かくて家畜は厩肥生産や役用から牛乳，肉，

卵生産用に大きく転換し， 1戸当り飼育数は急増して，

厩肥は肥料として利用するためのものから，いかにして

公害を出さずに棄てるかと言うことになった。これらは

皆窒素価格の暴落と労貨の暴騰によるわけである。

しかし，土壌有機物施用による地力維持とか，連作障

害防止の必要性は，益々重要なものとして残っている。

新しい発想により，容易に実行可能な対策の途を拓かな

ければならなし、。


